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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
環状エーテル化合物と、カチオン重合開始剤と、多官能ビニルエーテル化合物とを含有し
、有機溶剤を実質的に含有せず、
前記多官能ビニルエーテル化合物の含有量が、前記環状エーテル化合物１００重量部に対
して５～３０重量部であり、
さらに、硬化前の有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤について、Ｅ型粘度計
を用いて、２５℃、１００ｒｐｍの条件で測定した粘度が２～１２ｃｐｓである
ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤。
【請求項２】
カチオン重合開始剤の含有量が、環状エーテル化合物１００重量部に対して０．１～１０
重量部であることを特徴とする請求項１記載の有機エレクトロルミネッセンス表示素子用
封止剤。
【請求項３】
環状エーテル化合物は、エポキシ樹脂及び／又はオキセタン樹脂を含有することを特徴と
する請求項１又は２記載の有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤。
【請求項４】
インクジェット法により、請求項１、２又は３記載の有機エレクトロルミネッセンス表示
素子用封止剤を２枚の基材のうち少なくとも一方に塗布する工程と、
塗布した有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤を光照射により硬化させる工程
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と、
前記２枚の基材を貼り合わせる工程とを有する
ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス表示素子の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、インクジェット法により容易に塗布することができ、硬化性、硬化物の透明性
及びバリア性に優れる有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤に関する。また、
本発明は、該有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤を用いた有機エレクトロル
ミネッセンス表示素子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
有機エレクトロルミネッセンス（以下、有機ＥＬともいう）表示素子は、互いに対向する
一対の電極間に有機発光材料層が挟持された積層体構造を有し、この有機発光材料層に一
方の電極から電子が注入されるとともに他方の電極から正孔が注入されることにより有機
発光材料層内で電子と正孔とが結合して発光する。このように有機ＥＬ表示素子は自己発
光を行うことから、バックライトを必要とする液晶表示素子等と比較して視認性がよく、
薄型化が可能であり、しかも直流低電圧駆動が可能であるという利点を有している。
【０００３】
特許文献１には、有機ＥＬ表示素子の有機発光材料層と電極とを、ＣＶＤ法により形成し
た樹脂膜と、窒化珪素膜との積層膜により封止する方法が開示されている。ここで樹脂膜
は、窒化珪素膜の内部応力による有機層や電極への圧迫を防止する役割を有する。
【０００４】
特許文献１に開示された窒化珪素膜で封止を行う方法では、有機薄膜素子の表面の凹凸や
異物の付着、内部応力によるクラックの発生等により、窒化珪素膜を形成する際に有機薄
膜素子を完全に被覆できないことがある。窒化珪素膜による被覆が不完全であると、水分
が窒化珪素膜を通して有機層内に浸入してしまう。
有機層内への水分の浸入を防止するための方法として、特許文献２には、無機材料膜と樹
脂膜とを交互に蒸着する方法が開示されており、特許文献３や特許文献４には、無機材料
膜上に樹脂膜を形成する方法が開示されている。
【０００５】
樹脂膜を形成する方法として、インクジェット法を用いて基材上に液状の硬化性樹脂組成
物を塗布した後、該硬化性樹脂組成物を硬化させる方法がある。このようなインクジェッ
ト法による塗布方法を用いれば、高速かつ均一に樹脂膜を形成することができる。インク
ジェット法により有機ＥＬ表示素子用封止剤を基材に塗布する場合、ノズルから安定して
吐出するために封止剤の粘度を低粘度とする必要がある。封止剤をインクジェット法に適
した粘度にする方法としては、封止剤に有機溶剤を配合する方法が考えられるが、このよ
うな有機溶剤を用いて製造された樹脂膜では、残存した有機溶剤により有機発光材料層が
劣化したり、プラズマによってアウトガスを発生したりする等の問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０００－２２３２６４号公報
【特許文献２】特表２００５－５２２８９１号公報
【特許文献３】特開２００１－３０７８７３号公報
【特許文献４】特開２００８－１４９７１０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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本発明は、インクジェット法により容易に塗布することができ、硬化性、硬化物の透明性
及びバリア性に優れる有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤を提供することを
目的とする。また、本発明は、該有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤を用い
た有機エレクトロルミネッセンス表示素子の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明は、環状エーテル化合物と、カチオン重合開始剤と、多官能ビニルエーテル化合物
とを含有し、上記多官能ビニルエーテル化合物の含有量が、上記環状エーテル化合物１０
０重量部に対して５～５０重量部である有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤
である。
以下に本発明を詳述する。
【０００９】
本発明者らは、環状エーテル化合物とカチオン重合開始剤とを含有する硬化性樹脂組成物
に、特定量の多官能ビニルエーテル化合物を配合することにより、インクジェット法によ
り容易に塗布することができ、硬化性、硬化物の透明性及びバリア性に優れる有機ＥＬ表
示素子用封止剤を得ることができることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１０】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、多官能ビニルエーテル化合物を含有する。上記多
官能ビニルエーテル化合物を含有することにより、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は
、インクジェットによる塗布に好適な粘度を有し、かつ、有機発光材料層の劣化やアウト
ガスの発生を抑制することができる。
なお、本明細書において、上記「多官能ビニルエーテル化合物」は、ビニルエーテル基を
２以上有する化合物を意味する。ビニルエーテル基を２以上有することにより、本発明の
有機ＥＬ表示素子用封止剤を硬化させた際に硬化物に取り込まれるため、有機発光材料層
へ悪影響を及ぼしたり、アウトガスを発生させたりすることを防止できる。単官能ビニル
エーテル化合物であると、粘度を好適なものにすることはできても、このような効果は発
揮されない。
【００１１】
上記多官能ビニルエーテル化合物としては、例えば、１，４－ブタンジオールジビニルエ
ーテル、１，６－ヘキサンジオールジビニルエーテル、ネオペンチルグリコールジビニル
エーテル、１，９－ノナンジオールジビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジオール
ジビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジメタノールジビニルエーテル、エチレング
リコールジビニルエーテル、ジエチレングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリ
コールジビニルエーテル、トリメチロールプロパンジビニルエーテル、エチレンオキサイ
ド変性トリメチロールプロパンジビニルエーテル、ペンタエリスリトールジビニルエーテ
ル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、エチレンオキサイド変性トリメチロー
ルプロパントリビニルエーテル、ペンタエリスリトールトリビニルエーテル、ペンタエリ
スリトールテトラビニルエーテル、エチレンオキサイド変性ペンタエリスリトールトリビ
ニルエーテル、エチレンオキサイド変性ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、ジ
ペンタエリスリトールヘキサビニルエーテル、エチレンオキサイド変性ジペンタエリスリ
トールヘキサビニルエーテル等が挙げられる。なかでも、粘度と反応性の観点から２官能
又は３官能ビニルエーテル化合物が好ましく、粘度の観点から直鎖状の骨格を持つビニル
エーテルがより好ましい。
【００１２】
上記多官能ビニルエーテル化合物の含有量は、環状エーテル化合物１００重量部に対して
、下限が５重量部、上限が５０重量部である。上記多官能ビニルエーテル化合物の含有量
が５重量部未満であると、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤の粘度が高くなりすぎ、イ
ンクジェット法による塗布が困難となる。上記多官能ビニルエーテル化合物の含有量の含
有量が５０重量部を超えると、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤が変色し、硬化物が透
明性に劣るものとなる。上記多官能ビニルエーテル化合物の含有量の好ましい下限は１０
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重量部、好ましい上限は４０重量部、より好ましい下限は１５重量部、より好ましい上限
は３０重量部である。
【００１３】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、環状エーテル化合物を含有する。
上記環状エーテル化合物は、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤が接着性や硬化性に優れ
るものとなることから、エポキシ樹脂及び／又はオキセタン樹脂を含有することが好まし
い。
【００１４】
上記エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノール
Ｅ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂
、ビスフェノールＯ型エポキシ樹脂、２，２’－ジアリルビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、水添ビスフェノール型エポキシ樹脂、プロピレンオキシド付加ビスフェノールＡ型エ
ポキシ樹脂、レゾルシノール型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、スルフィド型
エポキシ樹脂、ジフェニルエーテル型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹
脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、オルトクレゾー
ルノボラック型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエンノボラック型エポキシ樹脂、ビフェ
ニルノボラック型エポキシ樹脂、ナフタレンフェノールノボラック型エポキシ樹脂、グリ
シジルアミン型エポキシ樹脂、アルキルポリオール型エポキシ樹脂、ゴム変性型エポキシ
樹脂、グリシジルエステル化合物、ビスフェノールＡ型エピスルフィド樹脂等が挙げられ
る。なかでも、低粘度で反応性が高いことから、水添ビスフェノール型エポキシ樹脂が好
ましい。
【００１５】
上記ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ｊＥ
Ｒ　８２８ＥＬ、ｊＥＲ　１００４（いずれも三菱化学社製）、エピクロン８５０－Ｓ（
ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＥ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エポ
ミックＲ７１０（三井化学社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ｊＥ
Ｒ　８０６、ｊＥＲ　４００４（いずれも三菱化学社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピ
クロンＥＸＡ１５１４（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記２，２’－ジアリルビスフェノールＡ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとし
ては、例えば、ＲＥ－８１０ＮＭ（日本化薬社製）等が挙げられる。
上記水添ビスフェノール型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ｊ
ＥＲ　ＹＬ６７５３（三菱化学社製）、エピクロンＥＸＡ７０１５（ＤＩＣ社製）等が挙
げられる。
上記プロピレンオキシド付加ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂のうち市販されているもの
としては、例えば、ＥＰ－４０００Ｓ（ＡＤＥＫＡ社製）等が挙げられる。
上記レゾルシノール型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＥＸ－
２０１（ナガセケムテックス社製）等が挙げられる。
上記ビフェニル型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ｊＥＲ　Ｙ
Ｘ－４０００Ｈ（三菱化学社製）等が挙げられる。
上記スルフィド型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＹＳＬＶ－
５０ＴＥ（新日鐵化学社製）等が挙げられる。
上記ジフェニルエーテル型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、Ｙ
ＳＬＶ－８０ＤＥ（新日鐵化学社製）等が挙げられる。
上記ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、
ＥＰ－４０８８Ｓ（ＡＤＥＫＡ社製）等が挙げられる。
上記ナフタレン型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピクロン
ＨＰ４０３２、エピクロンＥＸＡ－４７００（いずれもＤＩＣ社製）等が挙げられる。
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上記フェノールノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、
エピクロンＮ－７７０（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記オルトクレゾールノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例
えば、エピクロンＮ－６７０－ＥＸＰ－Ｓ（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記ジシクロペンタジエンノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては
、例えば、エピクロンＨＰ７２００（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記ビフェニルノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、
ＮＣ－３０００Ｐ（日本化薬社製）等が挙げられる。
上記ナフタレンフェノールノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては
、例えば、ＥＳＮ－１６５Ｓ（新日鐵化学社製）等が挙げられる。
上記グリシジルアミン型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ｊＥ
Ｒ　６３０（三菱化学社製）、エピクロン４３０（ＤＩＣ社製）、ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ（三
菱ガス化学社製）等が挙げられる。
上記アルキルポリオール型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、Ｚ
Ｘ－１５４２（新日鐵化学社製）、エピクロン７２６（ＤＩＣ社製）、エポライト８０Ｍ
ＦＡ（共栄社化学社製）、デナコールＥＸ－６１１（ナガセケムテックス社製）等が挙げ
られる。
上記ゴム変性型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＹＲ－４５０
、ＹＲ－２０７（いずれも新日鐵化学社製）、エポリードＰＢ（ダイセル化学工業社製）
等が挙げられる。
上記グリシジルエステル化合物のうち市販されているものとしては、例えば、デナコール
ＥＸ－１４７（ナガセケムテックス社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＡ型エピスルフィド樹脂のうち市販されているものとしては、例えば
、ｊＥＲ　ＹＬ－７０００（三菱化学社製）等が挙げられる。
上記エポキシ樹脂のうちその他に市販されているものとしては、例えば、セロキサイド２
０２１（ダイセル化学工業社製）、ＹＤＣ－１３１２、ＹＳＬＶ－８０ＸＹ、ＹＳＬＶ－
９０ＣＲ（いずれも新日鐵化学社製）、ＸＡＣ４１５１（旭化成社製）、ｊＥＲ　１０３
１、ｊＥＲ　１０３２（いずれも三菱化学社製）、ＥＸＡ－７１２０（ＤＩＣ社製）、Ｔ
ＥＰＩＣ（日産化学社製）等が挙げられる。
【００１６】
上記オキセタン樹脂としては、例えば、フェノキシメチルオキセタン、３，３－ビス（メ
トキシメチル）オキセタン、３，３－ビス（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチル
－３－（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメ
チル）オキセタン、３－エチル－３－｛［３－（トリエトキシシリル）プロポキシ］メチ
ル｝オキセタン、ジ［１－エチル（３－オキセタニル）］メチルエーテル、オキセタニル
シルセスキオキサン、フェノールノボラックオキセタン、１，４－ビス｛［（３－エチル
－３－オキセタニル）メトキシ］メチル｝ベンゼン等が挙げられる。これらのオキセタン
樹脂は単独で用いられてもよく、２種類以上が併用されてもよい。なかでも、低粘度の観
点から、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキセタンが好ましく、反
応性の観点から、３－エチル－３｛［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］メ
チル｝オキセタンが好ましい。
【００１７】
上記オキセタン樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、アロンオキセタンＯＸ
Ｔ－１０１、アロンオキセタンＯＸＴ－１２１、アロンオキセタンＯＸＴ－２１１、アロ
ンオキセタンＯＸＴ－２１２、アロンオキセタンＯＸＴ－２２１（いずれも東亞合成社製
）等が挙げられる。
【００１８】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、カチオン重合開始剤を含有する。
上記カチオン重合開始剤は、光照射等によりプロトン酸又はルイス酸を発生するものであ
れば特に限定されず、イオン性光酸発生型であってもよいし、非イオン性光酸発生型であ
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ってもよい。
【００１９】
上記イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤としては、例えば、カチオン部分が芳香
族スルホニウム、芳香族ヨードニウム、芳香族ジアゾニウム、芳香族アンモニウム、又は
、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ
カチオンであり、アニオン部分がＢＦ４－、ＰＦ６－、ＳｂＦ６－、又は、［ＢＸ４］－

（但し、Ｘは、少なくとも２つ以上のフッ素又はトリフルオロメチル基で置換されたフェ
ニル基を表す）で構成されるオニウム塩が挙げられる。
【００２０】
上記芳香族スルホニウム塩としては、例えば、ビス［４－（ジフェニルスルホニオ）フェ
ニル］スルフィドビスヘキサフルオロホスフェート、ビス［４－（ジフェニルスルホニオ
）フェニル］スルフィドビスヘキサフルオロアンチモネート、ビス［４－（ジフェニルス
ルホニオ）フェニル］スルフィドビステトラフルオロボレート、ビス［４－（ジフェニル
スルホニオ）フェニル］スルフィドテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ジ
フェニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、ジ
フェニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、
ジフェニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムテトラフルオロボレート、ジフ
ェニル－４－（フェニルチオ）フェニルスルホニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニ
ル）ボレート、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、トリフェニルス
ルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、トリフェニルスルホニウムテトラフルオロボ
レート、トリフェニルスルホニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ビ
ス［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ））フェニルスルホニオ）フェニル］スル
フィドビスヘキサフルオロホスフェート、ビス［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキ
シ））フェニルスルホニオ）フェニル］スルフィドビスヘキサフルオロアンチモネート、
ビス［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ））フェニルスルホニオ）フェニル］ス
ルフィドビステトラフルオロボレート、ビス［４－（ジ（４－（２－ヒドロキシエトキシ
））フェニルスルホニオ）フェニル］スルフィドテトラキス（ペンタフルオロフェニル）
ボレート等が挙げられる。
【００２１】
上記芳香族ヨードニウム塩としては、例えば、ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロホ
スフェート、ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、ジフェニルヨード
ニウムテトラフルオロボレート、ジフェニルヨードニウムテトラキス（ペンタフルオロフ
ェニル）ボレート、ビス（ドデシルフェニル）ヨードニウムヘキサフルオロホスフェート
、ビス（ドデシルフェニル）ヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、ビス（ドデシ
ルフェニル）ヨードニウムテトラフルオロボレート、ビス（ドデシルフェニル）ヨードニ
ウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、４－メチルフェニル－４－（１－
メチルエチル）フェニルヨードニウムヘキサフルオロホスフェート、４－メチルフェニル
－４－（１－メチルエチル）フェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、４－
メチルフェニル－４－（１－メチルエチル）フェニルヨードニウムテトラフルオロボレー
ト、４－メチルフェニル－４－（１－メチルエチル）フェニルヨードニウムテトラキス（
ペンタフルオロフェニル）ボレート等が挙げられる。
【００２２】
上記芳香族ジアゾニウム塩としては、例えば、フェニルジアゾニウムヘキサフルオロホス
フェート、フェニルジアゾニウムヘキサフルオロアンチモネート、フェニルジアゾニウム
テトラフルオロボレート、フェニルジアゾニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）
ボレート等が挙げられる。
【００２３】
上記芳香族アンモニウム塩としては、例えば、１－ベンジル－２－シアノピリジニウムヘ
キサフルオロホスフェート、１－ベンジル－２－シアノピリジニウムヘキサフルオロアン
チモネート、１－ベンジル－２－シアノピリジニウムテトラフルオロボレート、１－ベン
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ジル－２－シアノピリジニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、１－（
ナフチルメチル）－２－シアノピリジニウムヘキサフルオロホスフェート、１－（ナフチ
ルメチル）－２－シアノピリジニウムヘキサフルオロアンチモネート、１－（ナフチルメ
チル）－２－シアノピリジニウムテトラフルオロボレート、１－（ナフチルメチル）－２
－シアノピリジニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート等が挙げられる。
【００２４】
上記（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－Ｆ
ｅ塩としては、例えば、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチ
ル）ベンゼン］－Ｆｅ（ＩＩ）ヘキサフルオロホスフェート、（２，４－シクロペンタジ
エン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ（ＩＩ）ヘキサフルオロアン
チモネート、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼ
ン］－Ｆｅ（ＩＩ）テトラフルオロボレート、（２，４－シクロペンタジエン－１－イル
）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ（ＩＩ）テトラキス（ペンタフルオロフェニ
ル）ボレート等が挙げられる。
【００２５】
上記非イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤としては、例えば、ニトロベンジルエ
ステル、スルホン酸誘導体、リン酸エステル、フェノールスルホン酸エステル、ジアゾナ
フトキノン、Ｎ－ヒドロキシイミドスホナート等が挙げられる。
【００２６】
上記光カチオン重合開始剤のうち市販されているものとしては、例えば、ＤＴＳ－２００
（みどり化学社製）、ＵＶＩ６９９０、ＵＶＩ６９７４（いずれもユニオンカーバイド社
製）、ＳＰ－１５０、ＳＰ－１７０（以上、いずれもＡＤＥＫＡ社製）、ＦＣ－５０８、
ＦＣ－５１２（いずれも３Ｍ社製）、イルガキュア２６１（ＢＡＳＦ　Ｊａｐａｎ社製）
、ＰＩ２０７４（ローディア社製）等が挙げられる。
【００２７】
上記カチオン重合開始剤の含有量は、上記環状エーテル化合物１００重量部に対して、好
ましい下限が０．１重量部、好ましい上限が１０重量部である。上記カチオン重合開始剤
の含有量が０．１重量部未満であると、カチオン重合が充分に進行しなかったり、硬化反
応が遅くなりすぎたりすることがある。上記カチオン重合開始剤の含有量が１０重量部を
超えると、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤の硬化反応が速くなりすぎて、作業性が低
下したり、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤の硬化物が不均一となったりすることがあ
る。上記カチオン重合開始剤の含有量のより好ましい下限は０．５重量部、より好ましい
上限は５重量部である。
【００２８】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、更に、増感剤を含有することが好ましい。上記増
感剤は、上記カチオン重合開始剤の重合開始効率をより向上させて、本発明の有機ＥＬ表
示素子用封止剤の硬化反応をより促進させる役割を有する。
【００２９】
上記増感剤としては、例えば、２，４－ジエチルチオキサントン等のチオキサントン系化
合物や、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、ベンゾフェノン、
２，４－ジクロロベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル、４，４’－ビス（ジ
メチルアミノ）ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４’メチルジフェニルサルファイド等
が挙げられる。
【００３０】
上記増感剤の含有量は、上記環状エーテル化合物１００重量部に対して、好ましい下限は
０．０５重量部、好ましい上限は３重量部である。上記増感剤の含有量が０．０５重量部
未満であると、増感効果が充分に得られないことがある。上記増感剤の含有量が３重量部
を超えると、吸収が大きくなりすぎて深部まで光が伝わらないことがある。上記増感剤の
含有量のより好ましい下限は０．１重量部、より好ましい上限は１重量部である。
【００３１】
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本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、更に、シランカップリング剤を含有することが好
ましい。上記シランカップリング剤は、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤と基板等との
接着性を向上させる役割を有する。
【００３２】
上記シランカップリング剤としては、例えば、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、
γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシ
ラン、γ－イソシアネートプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。これらのシラン
化合物は単独で用いられてもよいし、２種以上が併用されてもよい。
【００３３】
上記シランカップリング剤の含有量は特に限定されないが、上記環状エーテル化合物１０
０重量部に対して、好ましい下限は０．１重量部、好ましい上限は１０重量部である。上
記シランカップリング剤の含有量が０．１重量部未満であると、得られる有機ＥＬ表示素
子用封止剤の接着性を向上させる効果がほとんど得られないことがある。上記シランカッ
プリング剤の含有量が１０重量部を超えると、余剰のシランカップリング剤がブリードア
ウトすることがある。上記シランカップリング剤の含有量のより好ましい下限は０．５重
量部、より好ましい上限は５重量部である。
【００３４】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、更に、本発明の目的を阻害しない範囲において、
熱硬化剤を含有してもよい。上記熱硬化剤を含有することで、本発明の有機ＥＬ表示素子
用封止剤に熱硬化性を付与することができる。
【００３５】
上記熱硬化剤は特に限定されず、例えば、ヒドラジド化合物、イミダゾール誘導体、酸無
水物、ジシアンジアミド、グアニジン誘導体、変性脂肪族ポリアミン、各種アミンとエポ
キシ樹脂との付加生成物等が挙げられる。
上記ヒドラジド化合物は特に限定されず、例えば、１，３－ビス［ヒドラジノカルボノエ
チル－５－イソプロピルヒダントイン］等が挙げられる。
上記イミダゾール誘導体は特に限定されず、例えば、１－シアノエチル－２－フェニルイ
ミダゾール、Ｎ－［２－（２－メチル－１－イミダゾリル）エチル］尿素、２，４－ジア
ミノ－６－［２’－メチルイミダゾリル－（１’）］－エチル－ｓ－トリアジン、Ｎ，Ｎ
’－ビス（２－メチル－１－イミダゾリルエチル）尿素、Ｎ，Ｎ’－（２－メチル－１－
イミダゾリルエチル）－アジポアミド、２－フェニル－４－メチル－５－ヒドロキシメチ
ルイミダゾール、２－フェニル－４，５－ジヒドロキシメチルイミダゾール等が挙げられ
る。
上記酸無水物は特に限定されず、例えば、テトラヒドロ無水フタル酸、エチレングリコー
ルービス（アンヒドロトリメリテート）等が挙げられる。
これらの熱硬化剤は、単独で用いられてもよいし、２種類以上が併用されてもよい。
【００３６】
上記熱硬化剤の含有量は、上記環状エーテル化合物１００重量部に対して、好ましい下限
が０．５重量部、好ましい上限が３０重量部である。上記熱硬化剤の含有量が０．５重量
部未満であると、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤に充分な熱硬化性を付与できないこ
とがある。上記熱硬化剤の含有量が３０重量部を超えると、得られる有機ＥＬ表示素子用
封止剤の保存安定性が不充分となったり、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤の硬化物の
耐湿性が悪くなったりすることがある。上記熱硬化剤の含有量のより好ましい下限は１重
量部、より好ましい上限は１５重量部である。
【００３７】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、硬化遅延剤を含有してもよい。上記硬化遅延剤を
含有することにより、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤のポットライフを長くすること
ができる。
【００３８】
上記硬化遅延剤は特に限定されず、例えば、ポリエーテル化合物等が挙げられる。
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ピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、クラウンエーテル化合物等が挙げら
れる。なかでも、クラウンエーテル化合物が好適である。
【００３９】
上記クラウンエーテル化合物は特に限定されず、例えば、１２－クラウン－４、１５－ク
ラウン－５、１８－クラウン－６、２４－クラウン－８、及び、下記式（１）で表される
構造を有する化合物等が挙げられる。
【００４０】
【化１】

【００４１】
式（１）中、Ｒ１～Ｒ１２は、少なくとも１つが炭素数１～２０のアルキル基を表す。
また、上記アルキル基は、炭素数１～２０の直鎖状又は分岐鎖状のアルコキシル基、ハロ
ゲン原子、水酸基、カルボキシル基、及び、炭素数１～２０のカルボン酸アルキルエステ
ル基からなる群より選択される１以上の官能基で置換されていてもよく、更に、隣接する
Ｒｎ及びＲｎ＋１（但し、ｎは、１～１１の奇数を表す）は、共同して環状アルキル骨格
を形成していてもよい。
【００４２】
上記式（１）で表される構造を有する硬化遅延剤のなかでも、少なくとも１つのシクロヘ
キシル基を有するものが好適である。上記シクロヘキシル基を有することにより、クラウ
ンエーテルの骨格が安定し、遅延効果が高まる。
上記シクロヘキシル基を有する上記式（１）で表される構造を有する硬化遅延剤としては
、具体的には例えば、下記式（２）で表される構造を有する化合物が挙げられる。
【００４３】
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【化２】

【００４４】
上記式（２）で表される構造を有する化合物は、１８－クラウン－６－エーテル分子の中
央を通る線に対して線対称となる位置に２個のシクロヘキシル基を有するため、１８－ク
ラウン－６－エーテル分子の骨格に歪み等を生じさせることなく遅延効果が高くなると考
えられる。
【００４５】
上記硬化遅延剤の含有量は特に限定されないが、上記環状エーテル化合物１００重量部に
対して、好ましい下限は０．０５重量部、好ましい上限は５．０重量部である。上記硬化
遅延剤の含有量が０．０５重量部未満であると、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤に遅
延効果を充分に付与できないことがある。上記硬化遅延剤の含有量が５．０重量部を超え
ると、得られる有機ＥＬ表示素子用封止剤を硬化させる際にアウトガスが多量に発生する
ことがある。上記硬化遅延剤の含有量のより好ましい下限は０．１重量部、より好ましい
上限は３．０重量部である。
【００４６】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、更に、本発明の目的を阻害しない範囲において、
表面改質剤を含有してもよい。上記表面改質剤を含有することにより、本発明の有機ＥＬ
表示素子用封止剤に塗膜の平坦性を付与することができる。
上記表面改質剤としては、例えば、界面活性剤やレベリング剤等が挙げられる。
【００４７】
上記界面活性剤や上記レベリング剤としては、例えば、シリコン系、アクリル系、フッ素
系等のものが挙げられる。
上記界面活性剤や上記レベリング剤のうち市販されているものとしては、例えば、ＢＹＫ
－３４５（ビッグケミー・ジャパン社製）、ＢＹＫ－３４０（ビッグケミー・ジャパン社
製）、サーフロンＳ－６１１（ＡＧＣセイミケミカル社製）等が挙げられる。
【００４８】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、硬化物の透明性を阻害しない範囲で、素子電極の
耐久性を向上させるために、封止剤中に発生した酸と反応する化合物又はイオン交換樹脂
を含有してもよい。
【００４９】
上記発生した酸と反応する化合物としては、酸と中和する物質、例えば、アルカリ金属若
しくはアルカリ土類金属の炭酸塩又は炭酸水素塩等が挙げられる。具体的には例えば、炭
酸カルシウム、炭酸水素カルシウム、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム等が用いられ
る。
【００５０】
上記イオン交換樹脂としては、陽イオン交換型、陰イオン交換型、両イオン交換型のいず
れも使用することができるが、特に塩化物イオンを吸着することのできる陽イオン交換型
又は両イオン交換型が好適である。
【００５１】
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また、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、必要に応じて、補強剤、軟化剤、可塑剤、
粘度調整剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤等の公知の各種添加剤を含有してもよい。
【００５２】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤を製造する方法としては、例えば、ホモディスパー、
ホモミキサー、万能ミキサー、プラネタリウムミキサー、ニーダー、３本ロール等の混合
機を用いて、環状エーテル化合物と、カチオン重合開始剤と、多官能ビニルエーテル化合
物と、必要に応じて添加するシランカップリング剤等の添加剤とを混合する方法等が挙げ
られる。
【００５３】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、Ｅ型粘度計を用いて、２５℃、１００ｒｐｍの条
件で測定した粘度の好ましい下限が２ｃｐｓ、好ましい上限が１２ｃｐｓである。上記有
機ＥＬ表示素子用封止剤の粘度が２ｃｐｓ未満であると、塗工した有機ＥＬ表示素子用封
止剤が硬化させる前に流れることがある。上記有機ＥＬ表示素子用封止剤の粘度が１２ｃ
ｐｓを超えると、インクジェットによる塗布が困難となることがある。上記有機ＥＬ表示
素子用封止剤の粘度のより好ましい下限は５ｃｐｓ、より好ましい上限は１０ｃｐｓであ
る。
【００５４】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、硬化物の２０～８０℃までにおける引張貯蔵弾性
率の好ましい下限が５×１０７Ｐａ、好ましい上限が５×１０８Ｐａである。
引張貯蔵弾性率が上記範囲にある本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、加熱硬化時から
常温までの弾性率が低弾性域でほぼ一定となっているため、有機ＥＬ表示素子を製造する
際に、加熱硬化時から常温まで冷却したときに硬化収縮が起こっても応力が緩和され、有
機発光材料層に対するダメージが低減される。
【００５５】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤の硬化物の波長３８０～８００ｎｍにおける光の全光
線透過率の好ましい下限は８０％である。上記全光線透過率が８０％未満であると、得ら
れる有機ＥＬ表示素子に充分な光学特性が得られないことがある。上記全光線透過率のよ
り好ましい下限は８５％である。
上記全光線透過率は、例えば、ＡＵＴＯＭＡＴＩＣ　ＨＡＺＥ　ＭＡＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ
　ＴＣ＝ＩＩＩ　ＤＰＫ（東京電色社製）等の分光計を用いて測定することができる。
【００５６】
本発明の有機ＥＬ表示素子封止剤は、硬化物に紫外線を１００時間照射した後の４００ｎ
ｍにおける透過率が２０μｍの光路長にて８５％以上であることが好ましい。上記紫外線
を１００時間照射した後の透過率が８５％未満であると、透明性が低く、発光の損失が大
きくなり、かつ、色再現性が悪くなることがある。上記紫外線を１００時間照射した後の
透過率のより好ましい下限は９０％、更に好ましい下限は９５％である。
上記紫外線を照射する方法としては、例えば、キセノンランプ、カーボンアークランプ等
、従来公知の光源を用いることができる。
【００５７】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、ＪＩＳ　Ｚ　０２０８に準拠して、硬化物を８５
℃、８５％ＲＨの環境下に２４時間暴露して測定した１００μｍ厚での透湿度の値が１０
０ｇ／ｍ２以下であることが好ましい。上記透湿度が１００ｇ／ｍ２を超えると、有機発
光材料層に水分が到達し、ダークスポットが発生することがある。
【００５８】
更に、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、硬化物を８５℃、８５％ＲＨの環境下に２
４時間暴露したときに、硬化物の含水率が０．５％未満であることが好ましい。上記硬化
物の含水率が０．５％以上であると、硬化物中の水分による有機発光材料層の劣化が起こ
ることがある。上記硬化物の含水率のより好ましい上限は０．３％である。
上記含水率の測定方法としては、例えば、ＪＩＳ　Ｋ　７２５１に準拠してカールフィッ
シャー法により求める方法や、ＪＩＳ　Ｋ　７２０９－２に準拠して吸水後の重量増分を
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求める等の方法が挙げられる。
【００５９】
上述したような低い透湿度と低い含水率を両方有することにより、本発明の有機ＥＬ表示
素子用封止剤は優れたバリア性を有するものとなる。
【００６０】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、硬化物のガラス転移点が８５℃以上であることが
好ましい。上記硬化物のガラス転移点が８５℃未満であると、有機ＥＬ表示素子が高温多
湿の状態に曝されたときに、硬化物が軟化するため、水分が硬化物を透過しやすくなり、
有機発光材料層の劣化が起こることがある。上記硬化物のガラス転移点のより好ましい下
限は１００℃である。
【００６１】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、インクジェット法により好適に塗布することがで
きる。
インクジェット法により、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤を２枚の基材のうち少なく
とも一方に塗布する工程と、塗布した有機ＥＬ表示素子用封止剤を光照射により硬化させ
る工程と、上記２枚の基材を貼り合わせる工程とを有する有機ＥＬ表示素子の製造方法も
また、本発明の１つである。
【００６２】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤を２枚の基材のうち少なくとも一方に塗布する工程に
おいて、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、基材の全面に塗布してもよく、基材の一
部に塗布してもよい。即ち、塗布により形成される本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤の
封止部の形状としては、有機発光材料層を有する積層体を外気から保護しうる形状であれ
ば特に限定されず、該積層体を完全に被覆する形状であってもよいし、該積層体の周辺部
に閉じたパターンを形成してもよいし、該積層体の周辺部に一部開口部を設けた形状のパ
ターンを形成してもよい。
【００６３】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤を塗布する基材（以下、一方の基材ともいう）は、有
機発光材料層を有する積層体の形成されている基材であってもよく、該積層体の形成され
ていない基材であってもよい。
上記一方の基材が上記積層体の形成されていない基材である場合、他方の基材を貼り合わ
せた際に、上記積層体を外気から保護できるように上記一方の基材に本発明の有機ＥＬ表
示素子用封止剤を塗布すればよい。即ち、他方の基材を貼り合わせた際に上記積層体の位
置となる場所に全面的に塗布するか、又は、他方の基材を貼り合わせた際に上記積層体の
位置となる場所が完全に収まる形状に、閉じたパターンの封止剤部を形成してもよい。
【００６４】
また、上記積層体は、無機材料膜で被覆されていてもよい。
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、上述したように硬化物の引張貯蔵弾性率が２０℃
から８０℃の間において一定の低弾性率領域内であると、上記積層体が無機材料膜で被覆
されている場合にも、該防湿膜を傷つけることなく、好適に用いることができる。
上記無機材料膜は特に限定されず、従来公知のものを用いることができる。
【００６５】
上記有機ＥＬ表示素子用封止剤を光照射により硬化させる工程において、本発明の有機Ｅ
Ｌ表示素子用封止剤は、３００ｎｍ～４００ｎｍの波長及び３００～３０００ｍＪ／ｃｍ
２の積算光量の光を照射することによって硬化させることができる。
【００６６】
上記有機ＥＬ表示素子用封止剤を光照射により硬化させる工程は、上記２枚の基材を貼り
合わせる工程の前に行なってもよいし、上記２枚の基材を貼り合わせる工程の後に行なっ
てもよい。
上記有機ＥＬ表示素子用封止剤を光照射により硬化させる工程を、上記２枚の基材を貼り
合わせる工程の前に行なう場合、本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤は、光を照射した後
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硬化反応が進行し、接着ができなくなるまでの可使時間が１分以上であることが好ましい
。上記可使時間が１分未満であると、２枚の基材を貼り合わせる前に硬化が進行してしま
い、充分な接着強度が得られなくなることがある。
【００６７】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤に光を照射するための光源としては、例えば、低圧水
銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、エキシマレーザ、ケミカルランプ、ブラ
ックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、メタルハライドランプ、ナトリウムラ
ンプ、ハロゲンランプ、キセノンランプ、蛍光灯、太陽光、電子線照射装置等が挙げられ
る。これらの光源は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
これらの光源は、上記カチオン重合開始剤の吸収波長に合わせて適宜選択される。
【００６８】
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤への光の照射手段としては、例えば、各種光源の同時
照射、時間差をおいての逐次照射、同時照射と逐次照射との組み合わせ照射等が挙げられ
、いずれの照射手段を用いてもよい。
本発明の有機ＥＬ表示素子用封止剤の硬化に際しては、光カチオン重合をより促進して、
硬化時間をより短縮するために、光照射と同時に加熱を行ってもよい。
上記加熱を行う場合の加熱温度は特に限定されないが、５０～１００℃程度であることが
好ましい。
【００６９】
上記２枚の基材を貼り合わせる工程において、２枚の基材を貼り合わせる方法は特に限定
されないが、減圧雰囲気下で貼り合わせることが好ましい。
上記減圧雰囲気下の真空度の好ましい下限は０．０１ｋＰａ、好ましい上限は１０ｋＰａ
である。上記減圧雰囲気下の真空度が０．０１ｋＰａ未満であると、真空装置の気密性や
真空ポンプの能力から真空状態を達成するのに時間がかかるため現実的でない。上記減圧
雰囲気下の真空度が１０ｋＰａを超えると、２枚の基材を貼り合わせる際の本発明の有機
ＥＬ表示素子用封止剤中の気泡の除去が不充分となることがある。
【発明の効果】
【００７０】
本発明によれば、インクジェット法により容易に塗布することができ、硬化性、硬化物の
透明性及びバリア性に優れる有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤を提供する
ことができる。また、本発明によれば、該有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止
剤を用いた有機エレクトロルミネッセンス表示素子の製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００７１】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに限定
されない。
【００７２】
（実施例１）
環状エーテル化合物として、水添ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂（三菱化学社製、「ｊ
ＥＲ　ＹＬ６７５３」）１６重量部、３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチル－３，
４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート（ダイセル化学工業社製、「セロキサイド
２０２１」）４重量部、及び、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキ
セタン（東亞合成社製、「アロンオキセタンＯＸＴ－２１２」）８０重量部と、カチオン
重合開始剤として芳香族スルホニウム塩（みどり化学社製、「ＤＴＳ－２００」）１．０
重量部と、多官能ビニルエーテル化合物として１，４－ブタンジオールジビニルエーテル
（日本カーバイド工業社製、「ＢＤＶＥ」）２０重量部と、増感剤として２，４－ジエチ
ルチオキサントン（日本化薬社製、「ＤＥＴＸ－Ｓ」）０．１重量部と、シランカップリ
ング剤としてγ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（信越シリコーン社製、「Ｋ
ＢＭ－４０３」）１．０重量部と、フッ素系レベリング剤（ＡＧＣセイミケミカル社製、
「サーフロンＳ－６１１」）０．５重量部とを混合し、８０℃に加熱した後、ホモディス
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パー型攪拌混合機（プライミクス社製、「ホモディスパーＬ型」）を用い、攪拌速度３０
００ｒｐｍで均一に攪拌混合して、有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００７３】
（実施例２）
環状エーテル化合物として、「セロキサイド２０２１」を配合せず、「エピコートＹＬ６
７５３」の配合量を２０重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表
示素子用封止剤を作製した。
【００７４】
（実施例３）
環状エーテル化合物として、「エピコートＹＬ６７５３」を配合せず、「セロキサイド２
０２１」の配合量を２０重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表
示素子用封止剤を作製した。
【００７５】
（実施例４）
環状エーテル化合物として、「エピコートＹＬ６７５３」及び「セロキサイド２０２１」
を配合せず、「アロンオキセタンＯＸＴ－２１２」の配合量を１００重量部に変更したこ
と以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００７６】
（実施例５）
多官能ビニルエーテル化合物として、「ＢＤＶＥ」２０重量部に代えて、ジエチレングリ
コールジビニルエーテル（日本カーバイド社製、「ＤＥＧＤＶＥ」）２０重量部を用いた
こと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００７７】
（実施例６）
多官能ビニルエーテル化合物として、「ＢＤＶＥ」２０重量部に代えて、トリエチレング
リコールジビニルエーテル（日本カーバイド社製、「ＴＥＧＤＶＥ」）２０重量部を用い
たこと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００７８】
（実施例７）
「ＢＤＶＥ」）の配合量を５重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして有機Ｅ
Ｌ表示素子用封止剤を作製した。
【００７９】
（実施例８）
「ＢＤＶＥ」の配合量を５０重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして有機Ｅ
Ｌ表示素子用封止剤を作製した。
【００８０】
（実施例９）
カチオン重合開始剤として、「ＤＴＳ－２００」１．０重量部に代えて、芳香族ヨードニ
ウム塩（ローディア社製、「ＰＩ２０７４」）１．０重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００８１】
（実施例１０）
「ＤＴＳ－２００」の配合量を０．１重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にし
て有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００８２】
（実施例１１）
「ＤＴＳ－２００」の配合量を１０重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして
有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００８３】
（比較例１）



(15) JP 6200203 B2 2017.9.20

10

20

30

40

50

「ＢＤＶＥ」を配合しなかったこと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封
止剤を作製した。
【００８４】
（比較例２）
「ＢＤＶＥ」２０重量部に代えて、単官能ビニルエーテル化合物である２－ヒドロキシエ
チルビニルエーテル（日本カーバイド社製、「ＨＥＶＥ」）２０重量部を配合したこと以
外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００８５】
（比較例３）
「ＢＤＶＥ」の配合量を２重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ
表示素子用封止剤を作製した。
【００８６】
（比較例４）
「ＢＤＶＥ」の配合量を７０重量部に変更したこと以外は、実施例１と同様にして有機Ｅ
Ｌ表示素子用封止剤を作製した。
【００８７】
（比較例５）
「ＢＤＶＥ」を配合せず、有機溶剤としてエチレングリコール（日本触媒社製）１０重量
部を配合したこと以外は、実施例１と同様にして有機ＥＬ表示素子用封止剤を作製した。
【００８８】
＜評価＞
各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤について以下の評価を行った
。結果を表１、２に示した。
【００８９】
（１）粘度　　　
各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤について、Ｅ型粘度計（東機
産業社製、「ＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲ　ＴＶ－２２」）を用いて、２５℃、１００ｒｐｍの
条件における粘度を測定した。
【００９０】
（２）吐出安定性
各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤をインクジェット吐出装置（
マイクロジェット社製）を用いてパターン塗布し、ヘッド部位及び塗布面を観察した。ヘ
ッド部位への付着が無く、かつ、塗布面が平坦であった場合を「○」、ヘッド部位への付
着がある、又は、塗布面が平坦でなかった場合を「△」、ヘッド部位への付着があり、か
つ、塗布面が平坦でなかった場合を「×」として吐出安定性を評価した。
【００９１】
（３）硬化性
各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤に対して、高圧水銀灯を用い
て波長３６５ｎｍの紫外線を３０００ｍＪ／ｃｍ２照射し、その後８０℃のオーブンで３
０分加熱した。その結果、有機ＥＬ表示素子用封止剤が充分に硬化され表面にタックがな
かった場合を「○」、硬化が不充分で表面にタックがあった場合を「△」、硬化されず未
硬化であった場合を「×」として硬化性を評価した。
【００９２】
（４）硬化物のバリア性（耐湿性）
各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤を用いて厚み１００μｍのフ
ィルムを作製し、ＪＩＳ　Ｚ　０２０８に準拠して、６０℃、９０％ＲＨで２４時間透湿
性試験を行った。その結果、透湿度が０ｇ／ｍ２以上５０ｇ／ｍ２未満であった場合を「
○」、５０ｇ／ｍ２以上１００ｇ／ｍ２未満であった場合を「△」、１００ｇ／ｍ２以上
であった場合を「×」として硬化物のバリア性を評価した。
【００９３】



(16) JP 6200203 B2 2017.9.20

10

20

30

40

50

（５）硬化物の透明性
各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤をそれぞれ７５ｍｍ×２５ｍ
ｍ×１ｍｍのガラス板２枚の間に１０μｍの厚みに形成し、真空環境下で高圧水銀灯を用
いて波長３６５ｎｍの紫外線を照射量が３０００ｍＪ／ｃｍ２となるように照射すること
により硬化させて硬化物を得た。得られた硬化物について、分光光度計（日立ハイテクノ
ロジーズ社製、「Ｕ－２９００」）を用いて全光線透過率を測定した。その結果、透過率
が９５以上であった場合を「○」、９０以上９５未満であった場合を「△」、９０未満で
あった場合を「×」として硬化物の透明性を評価した。
【００９４】
（６）有機ＥＬ表示素子の信頼性
（有機発光材料層を有する積層体が配置された基板の作製）
ガラス基板（長さ２５ｍｍ、幅２５ｍｍ、厚さ０．７ｍｍ）にＩＴＯ電極を１０００Åの
厚さで成膜したものを基板とした。上記基板をアセトン、アルカリ水溶液、イオン交換水
、イソプロピルアルコールにてそれぞれ１５分間超音波洗浄した後、煮沸させたイソプロ
ピルアルコールにて１０分間洗浄し、更に、ＵＶ－オゾンクリーナ（日本レーザー電子社
製、「ＮＬ－ＵＶ２５３」）にて直前処理を行った。
次に、この基板を真空蒸着装置の基板フォルダに固定し、素焼きの坩堝にＮ，Ｎ’－ジ（
１－ナフチル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニルベンジジン（α－ＮＰＤ）を２００ｍｇ、他の異
なる素焼き坩堝にトリス（８－ヒドロキシキノリラ）アルミニウム（Ａｌｑ３）を２００
ｍｇ入れ、真空チャンバー内を、１×１０－４Ｐａまで減圧した。その後、α－ＮＰＤの
入った坩堝を加熱し、α－ＮＰＤを蒸着速度１５Å／ｓで基板に堆積させ、膜厚６００Å
の正孔輸送層を成膜した。次いで、Ａｌｑ３の入った坩堝を加熱し、１５Å／ｓの蒸着速
度で膜厚６００Åの有機発光材料層を成膜した。その後、正孔輸送層及び有機発光材料層
が形成された基板を別の真空蒸着装置に移し、この真空蒸着装置内のタングステン製抵抗
加熱ボートにフッ化リチウム２００ｍｇを、別のタングステン製ボートにアルミニウム線
１．０ｇを入れた。その後、真空蒸着装置の蒸着器内を２×１０－４Ｐａまで減圧してフ
ッ化リチウムを０．２Å／ｓの蒸着速度で５Å成膜した後、アルミニウムを２０Å／ｓの
速度で１０００Å成膜した。窒素により蒸着器内を常圧に戻し、１０ｍｍ×１０ｍｍの有
機発光材料層を有する積層体が配置された基板を取り出した。
【００９５】
（無機材料膜Ａによる被覆）
得られた積層体が配置された基板の、該積層体全体を覆うように、１３ｍｍ×１３ｍｍの
開口部を有するマスクを設置し、プラズマＣＶＤ法にて無機材料膜Ａを形成した。
プラズマＣＶＤ法は、原料ガスとしてＳｉＨ４ガス及び窒素ガスを用い、各々の流量を１
０ｓｃｃｍ及び２００ｓｃｃｍとし、ＲＦパワーを１０Ｗ（周波数２．４５ＧＨｚ）、チ
ャンバー内温度を１００℃、チャンバー内圧力を０．９Ｔｏｒｒとする条件で行った。
形成された無機材料膜Ａの厚さは、約１μｍであった。
【００９６】
（樹脂保護膜の形成）
得られた基板に対し、各実施例及び各比較例で得られた有機ＥＬ表示素子用封止剤を、イ
ンクジェット吐出装置（マイクロジェット社製）を使用して基板にパターン塗布した。
その後、高圧水銀灯を用いて波長３６５ｎｍの紫外線を３０００ｍＪ／ｃｍ２照射して、
有機ＥＬ表示素子用封止剤を硬化させて樹脂保護膜を形成した。
【００９７】
（無機材料膜Ｂによる被覆）
樹脂保護膜を形成した後、該樹脂保護膜の全体を覆うように、１２ｍｍ×１２ｍｍの開口
部を有するマスクを設置し、プラズマＣＶＤ法にて無機材料膜Ｂを形成して有機ＥＬ表示
素子を得た。
プラズマＣＶＤ法は、原料ガスとしてＳｉＨ４ガス及び窒素ガスを用い、各々の流量をＳ
ｉＨ４ガス１０ｓｃｃｍ、窒素ガス２００ｓｃｃｍとし、ＲＦパワーを１０Ｗ（周波数２



(17) JP 6200203 B2 2017.9.20

10

．４５ＧＨｚ）、チャンバー内温度を１００℃、チャンバー内圧力を０．９Ｔｏｒｒとす
る条件で行った。
形成された無機材料膜Ｂの厚さは、約１μｍであった。
【００９８】
得られた有機ＥＬ表示素子を、温度８５℃、湿度８５％の環境下で１００時間暴露した後
、３Ｖの電圧を印加し、有機ＥＬ表示素子の発光状態（ダークスポット及び画素周辺消光
の有無）を目視で観察した。ダークスポットや周辺消光が無く均一に発光した場合を「○
」、僅かでもダークスポットや周辺消光が認められた場合を「×」として有機ＥＬ表示素
子の信頼性を評価した。
【００９９】
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【表１】

【０１００】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【０１０１】
本発明によれば、インクジェット法により容易に塗布することができ、硬化性、硬化物の
透明性及びバリア性に優れる有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止剤を提供する
ことができる。また、本発明によれば、該有機エレクトロルミネッセンス表示素子用封止
剤を用いた有機エレクトロルミネッセンス表示素子の製造方法を提供することができる。
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